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◆調査要綱

１．調査目的

国際競争が激化する中、新型コロナウイルス感染症の拡大が追い打ちをかけ、日本の製革産業のみならず、皮革産業全体が

苦境に立たされている。本事業では、官公庁及び地方自治体が行っている物産調達情報（革製品関連）を収集することにより、

官公庁・地方自治体が調達している製品において、どの程度革素材が使用されているかを調査し、サプライチェーンの国内回帰

の可能性を探ると共に、それに対して、日本のタンナーがどのような対策を行うべきかを示唆するレポートを作成することを目的とする。

２．調査期間

2020年11月1日～2021年3月15日

※公募案件調査対象期間：2018年7月1日～2020年12月30日

３．調査対象

①官公庁調達案件

②自治体調達案件

４．調査担当

株式会社矢野経済研究所 ブランディング・イノベーションサービス セクション

5．留意事項

調査対象は原則的に100万円以上の落札案件を対象としている。



©Yano Research Institute 2021 All Rights Reserved
5

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ
＜2018年度～2020年度＞
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2018年度～2020年度の3年分の官公庁革関連製品の公募案件の総計（100万円以上の落札金額案件）が以下のグラフ。

防衛装備庁の案件が大部分を占めており、全体の90％超となる。

次位にある駐留軍労働労務管理機構は2019年度にスポットで高額案件があったことによる。実質的に防衛装備庁に次ぐのは法務
省案件となっている。次いで海上保安庁案件となっている。

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度

公募機関 落札金額計(円）
防衛装備庁 90 件 4,741,050,745
駐留軍等労働者労務管理機構(LMO) 1 件 129,756,157
法務省 8 件 88,169,239
海上保安庁 8 件 47,113,448
皇宮警察本部 4 件 33,672,630
厚生労働省 2 件 28,741,305
国立印刷局 6 件 25,140,000
国土交通省 4 件 18,102,190
補給統制本部（陸上自衛隊） 4 件 17,631,905
宮内庁 2 件 8,777,000
呉地方総監部(海上自衛隊） 4 件 4,814,360
警察庁 2 件 4,087,399
航空自衛隊大７航空団 2 件 3,499,097
第４補給処(航空自衛隊） 3 件 3,027,900
艦艇装備研究所（防衛装備庁） 1 件 3,016,200
農林水産省 2 件 2,719,980
財務省 2 件 2,128,200
陸上自衛隊三軒屋弾薬支処 1 件 1,792,627
第十一管区（海上保安庁） 1 件 1,679,400
林野庁 1 件 1,258,740

計 148 件 5,166,178,522

案件数

＜2018年度～2020年度3年分の公募案件・官公庁別公募案件数・落札金額＞

＜2018年度～2020年度3年分の公募案件における官公庁別公募案件数・
落札金額シェア（100万円以上の落札金額案件） ＞

①官公庁まとめ：過去3年分集計
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１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度

7

官公庁が実施した2018年度～2020年度の革関連製品の公募(調達）状況の一覧は下記の通り。

大半を占める防衛装備庁の案件が、 2018年度から2019年度で件数は増加したが、金額は大きく減少。それに連れてトータルの金額
も大きく減少している。また2020年度も2月10日時点ではあるが、コロナ禍の影響もあり、トータルの金額がさらに減少している。

防衛装備庁以外で、毎年継続して公募しているのは海上保安庁、国土交通省、国立印刷局、法務省となっている。中でも法務省は刑
務所を管轄していることもあり、靴の需要が多く、金額も防衛装備庁に次ぐ金額となっている。海上自衛隊、陸上自衛隊、航空自衛隊の3
つを合わせると、ここも毎年確実な需要が発生している。

公募機関
防衛装備庁 28 件 2,551,506,077 円 35 件 1,136,522,433 円 27 件 1,053,022,235 円
海上保安庁 4 件 17,334,648 円 2 件 12,394,600 円 2 件 17,384,200 円
皇宮警察本部 1 件 9,089,280 円 3 件 24,583,350 円 0 件 0 円
航空自衛隊大７航空団 0 件 0 円 1 件 2,136,780 円 1 件 1,362,317 円
宮内庁 1 件 6,200,000 円 0 件 0 円 1 件 2,577,000 円
厚生労働省 1 件 14,406,854 円 1 件 14,334,451 円 0 件 0 円
国土交通省 2 件 10,301,580 円 1 件 6,420,000 円 1 件 1,380,610 円
国立印刷局 2 件 8,252,300 円 2 件 8,508,300 円 2 件 8,379,400 円
財務省 0 件 0 円 1 件 1,159,200 円 1 件 969,000 円
第４補給処(航空自衛隊） 3 件 3,027,900 円 0 件 0 円 0 件 0 円
第十一管区（海上保安庁） 1 件 1,679,400 円 0 件 0 円 0 件 0 円
農林水産省 1 件 1,258,740 円 0 件 0 円 1 件 1,461,240 円
補給統制本部（陸上自衛隊） 3 件 15,551,805 円 1 件 2,080,100 円 0 件 0 円
法務省 2 件 13,561,506 円 4 件 45,877,579 円 2 件 28,730,154 円
陸上自衛隊三軒屋弾薬支処 0 件 0 円 1 件 1,792,627 円 0 件 0 円
林野庁 1 件 1,258,740 円 0 件 0 円 0 件 0 円
呉地方総監部(海上自衛隊） 3 件 2,691,360 円 1 件 2,123,000 円 0 件 0 円
駐留軍等労働者労務管理機構(LMO) 0 件 0 円 1 件 129,756,157 円 0 件 0 円
艦艇装備研究所（防衛装備庁） 0 件 0 円 1 件 3,016,200 円 0 件 0 円
警察庁 0 件 0 円 1 件 1,602,849 円 1 件 2,484,550 円

計 53 件 2,656,120,190 円 56 件 1,392,307,626 円 39 件 1,117,750,706 円

2018年度 2019年度 2020年度（2021年2月10日まで）

＜2018年度～2020年度官公庁別公募案件数・落札金額計（100万円以上の案件のみ集計）＞

①官公庁まとめ：過去3年分集計
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1．公募（落札）金額

2018年度：2,551,506,077円
2019年度：1,136,522,433円
2020年度：1,053,022,235円

※2018年度の金額が大きいのは、「戦闘靴2型、一般
用」として、10万足の靴を調達していることが大きい。

②防衛省（防衛装備省）案件の傾向

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①戦闘靴
②航空靴
③短靴・安全靴
④防寒靴・防暑靴・防火靴
などが多くを占めており、過酷な環境の中で活動する為の
特殊靴が多くを占めているのが防衛省案件の特徴である。

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
落札金額ベースで、ミドリ安全㈱が全体の57.5％を占める。
またこの3年間は、㈱リーガルコーポレーション、㈱シモン、岡本
製甲㈱を合わせた4社で全体の96.8％を占めており、上位
企業の寡占状態となっている。

＜2018-2020年度落札企業別落札金額シェア（落札金額100万円以上案件集計）＞

＜2018-2020年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）①＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円）

2018/4/18 半長靴3型 4984足 81,924,998

2018/5/21 第1種編上靴 18254足 129,325,939

2018/5/21 防寒・スキー兼用靴２形 640足 7,637,760

2018/5/21 防火靴　他2件 249足 3,026,316

2018/5/25 砂漠地域等用航空靴 96足 1,772,928

2018/5/25 砂漠地域用作業靴 336足 5,479,488

2018/5/25 航空靴 942足 15,158,664

2018/6/19 短靴 1800足 10,303,200

2018/6/19 短靴 18930足 105,901,992

2018/6/19 短靴他2件 19979足 89,053,776

2018/6/19 短靴,女子,4形 1365足 8,734,635

2018/6/19 短靴,1形,女子 345足 2,080,971

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度



©Yano Research Institute 2021 All Rights Reserved
9

＜2018-2020年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）②＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円）

2018/6/19 短靴,女子 1645足 10,162,152

2018/6/19 短靴,陸,女性,16式 3985足 32,924,070

2018/6/19 短靴,陸,男性,16式 21187足 226,760,223

2018/7/17 空挺靴２型 1010足 19,525,320

2018/8/6 整備靴 854足 7,009,632

2018/8/7 整備靴 8495足 66,057,120

2018/8/10 皮手袋 13103足 8,462,441

2018/8/20 短靴,女子 - 19,250,460

2018/8/27 短靴,3形,黒色 - 13,499,892

2018/8/27 短靴、３形、黒色 600足 3,175,200

2018/10/4 防暑靴3型 - 1,527,660

2018/10/4 防暑靴3型 - 2,391,120

2018/10/4 防暑靴3型 - 14,612,400

2018/12/3 戦闘靴２型、一般用 100100足 1,651,890,240

2018/12/11 作業靴 1450足 4,885,920

2019/2/14 防寒戦闘靴2型 390足 8,971,560

2019/4/24 砂漠地域等用航空靴 90足 1,692,900

2019/4/24 砂漠地域等用作業靴 330足 5,481,300

2019/4/24 中編上安全靴,2形 12600足 100,485,000

2019/4/25 整備靴 310足 2,591,600

2019/6/4 防寒戦闘靴2型 300足 7,029,000

2019/6/4 航空靴,3形 2028足 29,335,020

2019/6/4 防火靴　他1件 356足 5,247,529

2019/6/7 防暑靴4型 200足 2,897,400

2019/7/11 短靴　他1件 12057足 40,932,461

2019/7/11 短靴,女子　他4件 2466足 6,273,124

2019/7/11 短靴,陸,女性,16式 3900足 32,818,500

2019/7/11 短靴,陸,男性,16式 25020足 272,743,020

2019/7/11 第2種編上靴 549足 6,280,560

2019/7/11 第1種編上靴 166足 1,196,030

2019/7/16 短靴　他2件 2491足 5,635,322

2019/8/2 短靴,1形,女子 398足 2,576,453

2019/8/29 航空靴 1839足 31,152,660

2019/9/18 戦闘靴２型、航空用 460足 8,956,200

2019/9/18 戦闘靴２型、装甲用 1400足 19,943,000

2019/10/7 作業靴 863足 2,887,500

2019/10/21 航空靴 502足 8,503,880

2019/10/30 安全靴　他20点 - 3,016,200

2019/11/7 戦闘靴２型、空挺用 400足 7,964,000

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円）

2019/11/21 防寒戦闘靴２型 3000足 70,290,000

2019/11/21 防寒戦闘靴２型　他１件 6476足 151,732,680

2019/11/21 作業靴 560足 1,921,920

2019/11/24 短靴 1110足 6,471,300

2019/12/24 短靴、女子、４形 899足 5,705,953

2019/12/27 短靴、３形、黒色 - 24,426,124

2020/1/7 短靴 392足 2,285,360

2020/1/20 戦闘靴２型、一般用 986足 16,702,840

2020/1/20 戦闘靴２型、一般用 10791足 182,799,540

2020/1/29 戦闘靴（Ｂ）、２型 41足 1,497,320

2020/1/29 戦闘靴（Ｂ）、１型 41足 1,307,900

2020/2/19 防寒戦闘靴２型 1000足 23,430,000

2020/3/16 中編上安全靴、２形 5628足 45,329,037

2020/5/29 防寒戦闘靴２型　他１件 5120足 127,846,400

2020/6/2 戦闘靴３型、一般用 16968足 324,767,520

2020/6/16 整備靴 564足 4,770,876

2020/6/17 砂漠地域等用作業靴 213足 3,537,930

2020/6/17 砂漠地域等用航空靴 75足 1,410,750

2020/6/17 短靴　他３件 14191足 10,978,000

2020/6/17 短靴、女子　他4件 5628足 7,475,292

2020/6/26 短靴、陸、女性、１６式 3580足 30,480,120

2020/6/28 短靴、陸、男性、16式 30120足 331,651,320

2020/7/17 消防隊員用編上靴 231足 4,065,600

2020/8/28 短靴 6514足 35,683,692

2020/8/28 短靴 354足 1,943,106

2020/9/9 短靴、女子、4形 2237足 14,296,667

2020/9/9 短靴、女子 1991足 12,593,075

2020/9/10 短靴、1形、女子 392足 2,562,621

2020/9/10 短靴 5323足 30,447,560

2020/9/14 防寒整備靴 121足 2,342,560

2020/9/14 防寒・スキー兼用靴2形 155足 1,884,025

2020/9/28 作業靴 580足 1,990,560

2020/10/11 短靴 6514足 35,683,692

2020/10/11 短靴 354足 1,943,106

2020/11/15 短靴(女子） 1991足 12,593,075

2020/11/15 短靴(女子4形） 2237足 14,296,667

2020/11/15 短靴 5323足 30,447,560

2020/11/15 短靴(女子1形） 392足 2,562,621

2020/12/15 第2種編上靴 150足 1,617,000

2020/12/17 半長靴3型 186足 3,150,840

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度

②防衛省（防衛装備省）案件の傾向
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1．公募（落札）金額

2018年度：17,334,648円
2019年度：12,394,600円
2020年度：17,384,200円

③海上保安庁案件の傾向

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①救難靴
②安全靴
などであり、救難靴は特殊救難靴と警備救難靴の2種類
を公募している。

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
過去3年間の落札企業は4社で、落札金額ベースで㈱渡辺
武商店、山甚物産㈱、神山産業㈱の3社で全体の96.6％を
占めている。

＜2018-2020年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円）

2018/8/27 特殊救難靴 171足 4,062,960

2018/9/13 安全靴 318足　他1点 3,724,488

2018/10/12 警備救難出勤靴 500足 7,452,000

2018/11/9 安全靴 100足　他1点 2,095,200

2019/6/18 警備救難出勤靴 650足 9,687,600

2019/7/1 特殊救難靴 109足 2,707,000

2020/6/24 特殊救難靴 101足 2,444,200

2020/8/3 安全靴(1号） 1435足　他1点 14,940,000

＜2018-2020年度落札企業別落札金額シェア（落札金額100万円以上案件集計）＞

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度
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④自衛隊案件の傾向

1．公募（落札）金額

2018年度：27,423,785円
2019年度： 8,132,507円
2020年度： 1,362,317円

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①登山靴
②安全靴
③短靴
④革手袋
などであり、様々な局面で活動する自衛隊の方々用という
こともあり、手袋なども調達製品となっている。

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
過去3年間の落札企業は9社で、落札金額ベースで㈱上田
商会、㈱リーガルコーポレーションの2社で過半数を占めており、
その他、ミドリ安全㈱と㈱新井工具が複数の案件を落札して
いる。

＜2018-2020年度落札企業別公募案件内容＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円）

2018/6/5 手袋　総革　他3件 - 3,780,000

2018/7/4 消防隊員用編上靴、他９品目 84足　他 1,402,800

2018/7/30 男性短靴、陸、16式、2他13件 - 2,985,789

2018/8/1 登山靴　他8品目 24足　他 837,600

2018/8/2 安全靴、他40件 - 3,490,776

2018/9/7 冬山登山靴　他7品目 25足　他 787,500

2018/9/20 手袋　革　作業用他11件 - 2,376,000

2018/12/20 手袋　総革 - 1,918,080

2018/12/20 第2種短靴、陸、男性、他16件 - 2,878,416

2019/1/30 豚革手袋（M）他78件 - 770,000

2019/2/13 男性短靴、陸、礼装用、他33品 - 6,196,824

2019/6/24 革手袋、他 革手袋　他 2,136,780

2019/7/17 革手袋　他224件 - 1,792,627

2019/10/2 事務官等用安全靴、他15件 250足　他 2,080,100

2019/11/26 手袋　革　作業用他　4件 - 2,123,000

2020/8/4 革手袋　他62品目 革手袋5組　他 1,362,317

＜2018-2020年度落札企業別落札金額シェア＞

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度
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⑤法務省案件の傾向

1．公募（落札）金額

2018年度：13,561,506円
2019年度：45,877,579円
2020年度：28,730,154円

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、主に刑務所で
使用される靴の公募となっており、
①警備靴
②活動靴
③ズック靴

などであり、入国警備官用の靴なども公募対象となっている。

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
過去3年間の落札企業は3社で、ミドリ安全㈱、広友物産
㈱、㈱廣瀬産業の3社がほぼ均等に分担している。

＜2018-2020年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円）

2018/6/28 入国警備官活動靴 347足 2,574,882

2018/8/1 警備靴【札幌刑務所】 2890足 10,986,624

2019/5/9 被収容者用ズック靴 - 20,036,499

2019/5/21 警備靴 - 11,277,000

2019/8/19 入国警備官活動靴 636足 4,391,280

2019/8/19 警備靴 - 10,172,800

2020/5/1 被収容者用ズック靴 - 19,232,304

2020/6/15 警備用編上靴 - 9,497,850

＜2018-2020年度落札企業別落札金額シェア（落札金額100万円以上案件集計）＞

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度
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⑥その他庁舎案件の傾向

1．公募（落札）金額

2018年度：50,767,494円
2019年度：56,608,150円
2020年度：17,251,800円

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①短靴
②安全靴

が主なものであるが、特殊なのは宮内庁の自動
車の屋根革の公募や、財務省の外側革製の職員
章の公募などもある。

３．落札企業について
これら庁舎の過去3年の公募案件の落札企業は
13社で、複数の案件を落札しているのは、ミドリ安
全㈱、㈱穂高商事、㈱三崎、㈱宮本卯之助商
店、丸長産業㈱、㈱アイテックス、㈱ヨシキスポーツ
となっている。
尚、特殊製品である宮内庁の公募には㈱宮本
卯之助商店、財務省の公募は㈱穂高商事が落
札している。

＜2018-2020年度落札企業別公募案件内容＞

公募機関 公示年月 製品 公募数量 落札金額(円）

警察庁(NPA） 2019/10/20 男性警察官用短靴 - 1,602,849

警察庁(NPA） 2020/9/16 作業用長靴 629足 2,484,550

皇宮警察本部 2018/10/12 男性皇宮護衛官用短靴 - 9,089,280

皇宮警察本部 2019/10/30 男性皇宮護衛官用短靴 - 9,773,280

皇宮警察本部 2019/11/26 警備靴 123足 3,098,370

皇宮警察本部 2020/1/14 警ら靴 546足 11,711,700

宮内庁 2018/6/19 儀装車4号屋根革張替え 1体 6,200,000

宮内庁 2020/6/30 儀装車1号屋根革張替え修理 1体 2,577,000

厚生労働省（MHLW) 2018/8/3 安全靴 - 14,406,854

厚生労働省（MHLW) 2019/7/5 安全靴 2318足 14,334,451

国土交通省（MLIT) 2018/6/20 東京空港整備事務所安全靴 38足 3,467,880

国土交通省（MLIT) 2018/8/27 安全靴　外12種 - 6,833,700

国土交通省（MLIT) 2019/9/5 安全靴　外10種 - 6,420,000

国土交通省（MLIT） 2020/9/18 防寒長靴 317足 1,380,610

国立印刷局 2018/7/2 作業靴 - 6,579,300

国立印刷局 2018/11/27 安全靴　外2件 - 1,673,000

国立印刷局 2019/7/2 作業靴 - 6,683,700

国立印刷局 2019/12/3 安全靴　外2件 - 1,824,600

国立印刷局 2020/7/2 作業靴 - 6,579,300

国立印刷局 2020/12/3 安全靴　他2件 - 1,800,100

財務省 2019/7/2 税関職員用証票用黒色革製 - 1,159,200

財務省 2020/6/30 税関職員用証票用黒色革製 - 969,000

農林水産省（MAFF) 2018/6/12 森林官制服（靴Bタイプ） 126足 1,258,740

農林水産省（MAFF) 2020/6/20 森林官制服（靴A・Bタイプ） - 1,461,240

林野庁（FA) 2018/6/2 森林官制服（靴Bタイプ） 126足 1,258,740

１．官公庁が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2018年度～2020年度
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品調達案件
のまとめ＜2019年度＞
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◆2019年度革関連製品公募案件内訳（金額100万円以上の案件集計）
案件数 落札金額計(円）

官公庁案件 56 1,392,307,626
自治体案件 227 1,726,281,837
計 283 3,118,589,463

15

2019年度革関連製品の公募案件における100万円以上の落札金額案件の内訳は以下の通り。案件数ベースでは自治体が全体の
80％強を占め、金額ベースにおいても55.4％を占めている。

また参考に50万円～99万円の案件も集計した。その結果、計105案件で7,778万円の落札金額となった。また50万円以下の落札金
額案件も相当数あるが、金額ベースになると、一覧を見た限りでの推測になるが2,000万円程度の金額になるとみられる。

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度

◆(参考）50-99万円案件
案件数 落札金額計(円）

官公庁案件 4 2,892,130
自治体案件 101 74,890,055
計 105 77,782,185

①2019年度案件まとめ・全体
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度

②2019年度案件まとめ：都道府県

＜2019年度公募案件・都道府県別公募案件数・落札金額（落札金額100万円以上の案件集計）＞

2019年度革関連製品の公募案件を都道府県別に集計したのが以下のグラフ。

東京都の案件が全体の68.3％を占めるという結果となった。これは次頁にあるように、公募金額の大きい東京都庁を始め、官公庁案件
の多くが東京都に本部を置く機関が多いため、このような結果となっている。なお、防衛装備庁は東京都以外にも各地域に支部を持っている
ため、複数の地域からの公募となっている。

次位は54.9％の千葉県、3.2％の北海道、2.8％の神奈川県、2.6％の愛知県と続いている。また都道府県ごとに、公募機関は違いが
あり、県庁、市役所、警察本部などそれぞれに公募を行っている。

都道府県 公募件数 落札金額計(円）

東京都 76 2,165,610,231

千葉県 19 187,173,112

北海道 13 101,688,405

神奈川県 23 88,047,251

愛知県 10 80,984,514

埼玉県 16 67,088,602

福岡県 10 50,843,937

大阪府 13 49,082,221

兵庫県 7 34,994,874

長野県 10 31,109,152

熊本県 5 25,471,700

その他府県 25 236,495,464

計 227 3,118,589,463
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ

＜2019年度公募案件・都道府県別公募案件数・落札金額・主な公募機関①＞
②2019年度案件まとめ：都道府県

都道府県 公募件数 落札金額計(円） 主な公募期間

東京都 76 2,165,610,231
東京都庁、防衛装備庁、海上保安庁、法務省、財務省、海上保安庁、
皇宮警察本部、補給統制本部、新宿区役所、渋谷区役所、足立区役
所　他

千葉県 19 187,173,112
防衛装備庁、千葉県庁、千葉市役所、市川市役所、船橋市役所、市
原市役所、習志野市役所

北海道 13 101,688,405
北海道警察本部、札幌市消防局、防衛装備庁、法務省、札幌市役
所、旭川市役所

神奈川県 23 88,047,251
神奈川県庁、横浜市役所、川崎市役所、相模原市役所、横須賀市役
所、大和市役所、防衛装備庁

愛知県 10 80,984,514 愛知県庁、名古屋市役所、岡崎市役所、国土交通省（MLIT)

埼玉県 16 67,088,602 埼玉県庁、さいたま市役所、川口市役所、戸田市役所、防衛装備庁

福岡県 10 50,843,937 福岡市役所、北九州市役所、福岡県警察本部

大阪府 13 49,082,221
大阪市役所、堺市役所、高槻市役所、東大阪市役所、大阪広域環境
施設組合

兵庫県 7 34,994,874 兵庫県警察本部、神戸市役所

長野県 10 31,109,152
長野県警察本部、長野市役所、上田市役所、中野市役所、中部森林
管理局

熊本県 5 25,471,700 熊本県庁、熊本市役所、宇城市役所

岡山県 12 21,873,419
岡山県庁、岡山市役所、倉敷市役所、総社市役所、陸上自衛隊三軒
屋弾薬支処

宮城県 5 21,732,400 宮城県庁

京都府 5 20,310,060 京都市役所、京都交通局

茨城県 4 19,133,260 茨城県庁、水戸市役所、航空自衛隊第７航空団

広島県 7 18,838,980
広島市役所、福山市役所、広島県府中市役所、呉地方総監部(海上
自衛隊）

新潟県 5 17,874,050 新潟県庁、新潟市役所、長岡市役所

山梨県 3 17,212,450 山形県庁、北杜市役所
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ

＜2019年度公募案件・都道府県別公募案件数・落札金額・主な公募機関②＞
②2019年度案件まとめ：都道府県

都道府県 公募件数 落札金額計(円） 主な公募期間

岩手県 3 12,877,590 岩手県庁

静岡県 7 11,971,805 静岡市役所、浜松市役所、磐田市役所

栃木県 3 11,451,360 宇都宮市役所、栃木市役所、栃木県警察本部

富山県 1 10,181,600 富山市役所

三重県 3 5,247,820 三重県警察本部、志摩市役所

福島県 2 5,246,835 福島県庁、いわき市役所

滋賀県 2 5,160,000 守山市役所、近江八幡市役所

徳島県 1 4,935,168 鳴門市役所

群馬県 3 4,758,700 前橋市役所、高崎市役所

青森県 1 3,809,410 青森県庁

山形県 1 3,445,000 西村山郡朝日町役場

福井県 2 3,421,400 福井県警察本部、吉田郡永平寺町役場

秋田県 2 3,253,649 秋田県庁

岐阜県 1 2,929,500 岐阜県庁

宮崎県 2 2,882,400 延岡市役所、児湯郡新富町役場

香川県 1 2,476,078 香川県庁

高知県 1 1,587,520 高知市役所

長崎県 1 1,332,000 長崎市役所

大分県 1 1,317,600 大分市役所

鳥取県 1 1,058,500 鳥取県庁
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度

③2019年度案件まとめ：製品別

品目 公募件数 公募機関 落札金額計(円）
警察官用短靴、編上靴 44 各県庁、警察本部 467,820,685
消防吏員・職員用編上靴・短
靴・防火靴

14 各自治体 38,019,559

消防団員用安全靴・編上靴・
半長靴・活動靴

24 各自治体 72,289,645

品目 公募件数 公募機関 落札金額計(円）
短靴 74 防衛装備庁、警察庁、皇宮警察本部、各自治体 1,193,920,766
編上靴 46 防衛装備庁、各自治体 597,859,486
戦闘靴 11 防衛装備庁 491,652,480

安全靴 42 防衛装備庁、国土交通省、厚生労働省、各自治体 269,397,707

活動靴・作業靴 7 各自治体 148,226,579
防火靴 24 防衛装備庁、各自治体 76,065,902
航空靴 4 防衛装備庁 70,684,640
救助用靴・半長靴 14 海上保安庁、各自治体 46,115,940
静電靴 5 各自治体 8,822,728

手袋・革手袋(他製品と合わ
せての公募）

3 陸上自衛隊、航空自衛隊、海上自衛隊（呉地方総監部） 6,052,427

防寒靴 2 県庁、警察本部 4,526,000
革製（指定）靴 5 各自治体 15,866,412

＜2019年度公募案件・製品別公募案件数・落札金額（落札金額100万円以上案件集計）＞

2019年度革関連製品の公募案件において、製品ごとの集計をしたのが以下の表。

まず用途でみれば警察官の需要が圧倒的に多く、おおよそ4億6,800万円の公募が行われている。次いで消防団関連の需要で、団員用、
職員用を合わせると、約1億1千万円の公募が行われている。その他の案件においても公示上では短靴や編上靴として公募されているため、
用途が明確にしていないものもあり、実際はもっと多くの金額になってくると思われる。
その製品別に見ると、短靴が最も多く、約12億円、編上靴が約6億円、特殊な靴であるが戦闘靴が約5億円等となっている。（金額の
集計は一部重複している）

革製を指定している案件は靴で約1,600万円、手袋は約200万円程度の公募であった。



©Yano Research Institute 2021 All Rights Reserved
20

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度

＜2019年度公募案件・機関別公募案件数・落札金額：官公庁（落札金額100万円以上案件集計）＞

④2019年度案件まとめ・官公庁

2019年度革関連製品の官公庁案件の集計が以下のグラフ。

防衛装備庁が大半を占める構造となるが、駐留軍労働者労務管理機構が全体の9.3％、法務省が全体の3.3％を、皇宮警察本
部が1.8％を占めている。それ以外の官公庁は全体の1％以下の金額となっている。

トップの防衛装備省案件における落札企業としてはミドリ安全㈱、㈱シモン、青木安全靴製造㈱、リーガルコーポレーション㈱、岡本製
甲㈱などが主な落札企業となっている。駐留軍労働者労務管理機構案件は日洋物産㈱が1社受注、法務省案件はミドリ安全㈱と広
友物産㈱が受注、皇宮警察本部案件は山崎産業㈱、㈱穂高商事、ミスズユニム㈱の3社が受注している。

公募機関 公募件数 落札金額計(円）
防衛装備庁 35 1,136,522,433
駐留軍等労働者労務管理機構
(LMO)（在日米軍）

1 129,756,157

法務省（MOJ） 4 45,877,579

皇宮警察本部 3 24,583,350
厚生労働省（MHLW) 1 14,334,451

海上保安庁 2 12,394,600

国立印刷局 2 8,508,300
国土交通省（MLIT) 1 6,420,000

艦艇装備研究所（防衛装備庁） 1 3,016,200

航空自衛隊第７航空団 1 2,136,780
呉地方総監部（海上自衛隊） 1 2,123,000
補給統制本部（陸上自衛隊） 1 2,080,100
陸上自衛隊三軒屋弾薬支処
（三軒屋駐屯地）

1 1,792,627

警察庁 1 1,602,849

財務省 1 1,159,200
　計 56 1,392,307,626
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ

＜2019年度公募案件・官公庁別公募案件数・落札金額・主な落札企業（落札金額100万円以上案件）＞

④2019年度案件まとめ・官公庁

公募機関 公募件数 落札金額計(円） 主な落札企業

防衛装備庁 35 1,136,522,433
ミドリ安全㈱、㈱シモン、青木安全靴製造㈱、㈱リーガルコー
ポレーション、岡本製甲㈱　他

駐留軍等労働者労務管理機構(LMO)
（在日米軍）

1 129,756,157 日洋物産㈱

法務省（MOJ） 4 45,877,579 ミドリ安全㈱、広友物産㈱

皇宮警察本部 3 24,583,350 山崎産業㈱、㈱穂高商事、ミスズユニム㈱

厚生労働省（MHLW) 1 14,334,451 ミドリ安全㈱

海上保安庁 2 12,394,600 山甚物産㈱、神山産業㈱

国立印刷局 2 8,508,300 ㈱三崎、ミドリ安全㈱

国土交通省（MLIT) 1 6,420,000 丸長産業㈱

艦艇装備研究所（防衛装備庁） 1 3,016,200 東邦商工㈱

航空自衛隊第７航空団 1 2,136,780 ㈱新井工具

呉地方総監部（海上自衛隊） 1 2,123,000 ㈱上田商会

補給統制本部（陸上自衛隊） 1 2,080,100 ミドリ安全㈱

陸上自衛隊三軒屋弾薬支処（三軒屋
駐屯地）

1 1,792,627 ㈱ヒラノ

警察庁 1 1,602,849 青木産業㈱

財務省 1 1,159,200 ㈱穂高商事
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度

⑤2019年度案件まとめ・自治体

＜2019年度公募案件・機関別公募案件数・落札金額：自治体（落札金額1,000万円以上案件集計）＞

2019年度革関連製品の自治体案件の集計が以下のグラフ。

東京都庁が全体のおおよそ半分（49.3％）を占める構造となっており、次位の千葉県庁が4.5％なので、大きな差がついている。次
いで愛知県庁（3.5％）、北海道検察本部（3.4％）、横浜市役所（3.3％）と続いている。また案件数としては、東京都庁の28
件を筆頭に、横浜市役所の11件、大阪市役所の8件、北海道警察本部の7件と続いている。

トップの東京都庁案件における落札企業としてはミドリ安全㈱、㈱三崎、リーガルコーポレーション㈱、セントラル工商㈱などが上位の落
札企業であるが、案件数も多いため、落札企業も幅広い企業が受注している。愛知県庁はサカイ靴被服協同組合、㈱ハザマ、ミドリ安
全㈱といった企業が受注、千葉県庁は㈱東武百貨店が1社受注、北海道警察本部は榎本商事㈱、北海道職員厚済会、帝商㈱な
どが受注しており、全体的にミドリ安全(株)が各自治体に幅広く支店をおいて、それぞれの支店がそれぞれの地域の案件を受注しているこ
とが,目立っている。

公募機関 公募件数 落札金額計(円）

東京都庁 28 883,536,785

千葉県庁 1 79,875,650

愛知県庁 5 62,651,842

北海道警察本部 7 60,236,520

横浜市役所 11 59,574,301

埼玉県庁 7 49,101,720

福岡県警察本部 3 40,744,220

大阪市役所 8 38,212,779

兵庫県警察本部 5 29,938,820

宮城県庁 5 21,732,400

熊本県庁 2 17,901,200

その他自治体機関 145 382,775,600

計 227 1,726,281,837
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2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ

＜2019年度公募案件・自治体別公募案件数・落札金額・主な落札企業（落札金額合計1,000万円以上の自治体）＞

⑤2019年度案件まとめ・自治体

公募機関 公募件数 落札金額計(円） 主な落札企業

東京都庁 28 883,536,785
㈱三崎、セントラル工商㈱、㈱リーガルコーポレーション、ミド
リ安全㈱、㈱装備開発機構、㈱渡辺武商店、㈱高松靴店、
㈱赤尾、帝商㈱　　　他

千葉県庁 1 79,875,650 ㈱東武百貨店

愛知県庁 5 62,651,842 サカイ靴被服協同組合、㈱ハザマ、ミドリ安全㈱

北海道警察本部 7 60,236,520 榎本商事㈱、北海道職員厚済会、帝商㈱

横浜市役所 11 59,574,301
ナカノ㈱、㈱石井、コートー、㈲碓井商店、三和化成㈱、双信
消防設備㈱、㈱湘南ワイパーサプライ、㈱インタープラン

埼玉県庁 7 49,101,720
武田商工㈱、加賀谷産業㈱、日本特殊㈱、青木産業㈱、㈱
シモン

福岡県警察本部 3 40,744,220 ㈱武田商店、日本乾溜工業㈱

大阪市役所 8 38,212,779 ㈱ハザマ、㈱フロンティアコーポレーション、ハッピー商会

兵庫県警察本部 4 29,938,820 藤原化工㈱、㈱トモヤ、㈱カマタニ

宮城県庁 5 21,732,400 ㈲YS商事、弘進ゴム㈱、㈱中村スポーツ、㈲ケイショウ

熊本県庁 2 17,901,200 ミドリ安全㈱、㈲マエハラ靴店

茨城県庁 2 15,938,560 ㈱シモン、ミドリ安全㈱

広島市役所 4 13,364,000 ミドリ安全㈱、山商広島㈱、松尾ゴム㈱

京都市役所 4 12,982,560 ㈱アサヒ屋、京都麻業㈱、㈱キンキ

岩手県庁 3 12,877,590 ミドリ安全㈱、アイ・ベスト㈱

長野県警察本部 5 12,216,108 ミドリ安全㈱、信濃衣料㈱

新潟県庁 2 12,052,850 ㈱ことりや、船山㈱

市原市役所 1 11,956,800 ㈱清水商会

山梨県庁 2 10,912,450 ハルタ販売森川、ミドリ安全㈱

千葉市役所 4 10,780,022 セフティ商事㈱、㈱サカエ商店、京葉ミドリ㈱

富山市役所 1 10,181,600 ㈲老田屋

長野市役所 2 10,012,424 ミドリ安全㈱、㈱コウサカ

神奈川県庁 3 10,001,950 ㈱石井、㈱アートユニフォーム
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＜2019年度落札企業別落札金額シェア（落札金額100万円以上案件集計）＞

1．公募（落札）金額

2019年度：1,136,522,433円

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①短靴・編上靴
②登山靴
③活動靴・作業靴
④防災靴
⑤レスキュー靴

などであり、活動靴としての需要が多い。その他では消防用
や救難用としての靴の公募などもみられる。

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
2019年度の落札企業数は20社で、ミドリ安全㈱、
リーガルコーポレーション、セントラル工商㈱、㈱三崎
の上位5社での59.6％を占めている。
それ以外でも㈱赤尾、帝商㈱、㈱渡辺武商店、
㈱ハルタなども上位にあり、これら企業を加えた上位
9社で全体の90％超のシェアとなっている。

⑥東京都案件の傾向

＜2019年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）①＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円） 公募機関

2019/4/26 清掃事務所保護靴 - 1,917,500 中野区役所

2019/4/26 登山靴 153足 1,749,891 都庁

2019/5/8 短靴（男性用）他1点 5288足 29,665,680 都庁

2019/5/15 編上げ活動靴（消防団員用） 1500足 16,335,000 都庁

2019/5/29 女性用短靴A型、短靴C型 531足 5,127,210 都庁

2019/6/5 編上靴（集合） 2911足 35,703,415 都庁

2019/6/5 短靴（スリッポン型・活動用） 4602足 43,636,164 都庁

2019/6/12 長靴（編上げ靴型） 3032足 61,000,808 都庁

2019/6/12 長靴（編上げ靴型） 2884足 58,689,400 都庁

2019/6/12 長靴（編上げ靴型） 3026足 60,746,950 都庁

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度
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⑥東京都案件の傾向

＜2019年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）②＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円） 公募機関

2019/6/19 短靴（男性・女性消防団員用） 1500足 9,900,000 都庁

2019/6/26 編上靴　外２種 7131足 121,604,835 都庁

2019/6/26 短靴（黒外羽根） 8183足 83,532,064 都庁

2019/6/26 短靴（黒プレーン・防水型） 5643足 58,348,620 都庁

2019/6/26 短靴（黒プレーン・一般型） 4851足 48,985,398 都庁

2019/6/26 短靴（黒スリッポン）　外1種 4312足 39,425,980 都庁

2019/6/26 活動靴（男性） 9149足 94,600,660 都庁

2019/7/1 登山靴 198足 2,323,799 都庁

2019/7/8 保護靴（長編上靴）他33点 - 13,655,620 都庁

2019/7/8 女性編上靴　外3種 551足 9,570,330 都庁

2019/7/8 活動靴（女性） 2644足 25,593,920 都庁

2019/7/16 女性短靴　外2種 1195足 11,307,890 都庁

2019/7/16 作業靴　外1種 854足 5,089,425 都庁

2019/7/17 防火靴　他 - 7,367,315 品川区役所

2019/7/25 保護靴（中編上靴）　他2点 - 1,035,100 新宿区役所

2019/7/29 レスキュー靴 398足 7,136,140 都庁

2019/7/31 短靴（男性用） 920足 5,363,600 都庁

2019/8/7 初動要員用安全靴 - 1,848,000 武蔵野市役所

2019/8/7 編上靴 1300足 15,944,500 都庁

2019/8/26 災害対策用半長靴 495足 5,717,250 都庁

2019/9/1 防災靴 - 1,349,450 足立区役所

2019/9/6 安全短靴　外1点 850足 8,984,250 都庁

2019/9/10 防災用安全靴 100足 1,290,000 荒川区役所

2019/9/26 編上靴 - 1,351,350 墨田区役所

2020/1/1 防災靴 - 1,349,450 足立区役所

2020/1/29 保護靴（中編上靴）　他4点 - 1,736,900 渋谷区役所

2020/2/5 登山靴 339足 3,797,986 都庁

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度
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⑦京阪神地区案件の傾向

1．公募（落札）金額

2019年度：108,520,185円

＜2019年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）①＞

＜2019年度落札企業別落札金額シェア（落札金額100万円以上案件集計）＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円） 公募機関

2019/4/10 安全半長靴　他1点 - 9,036,600 大阪市役所

2019/4/10 安全長編靴　他3点 - 6,053,100 大阪市役所

2019/5/10 消防吏官活動靴 302足 2,696,860 京都市役所

2019/5/23 男性警察官用短靴（紐有） 1930足 11,672,640 兵庫県警察本部

2019/5/28 警察官用編上げ靴 550足 8,256,600 兵庫県警察本部

2019/5/31 安全半長編上靴 - 4,479,900
大阪広域環境施

設組合

2019/6/4 編上靴 - 1,448,700 大阪市役所

2019/6/6 安全作業靴 - 1,743,039 大阪市役所

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①短靴・編上靴
②活動靴・作業靴
③防火・防災靴

などが主なものであり、他地区と同様に、それぞれの地区の
災害対策用途、警察官関連用途が多くなっている。

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
2019年度の落札企業数は16社で、複数の案件を
落札している企業は㈱ハザマ、㈱トモヤ、㈱フロンティ
アコーポレーション、サカイ靴被服協同組合、㈱奥山
ポンプ商会の5社となっている。トップの㈱ハザマが6
案件受注している以外は、特定の企業が強みを見
せている感じではない。
また金額ベースでみると、 ㈱ハザマ、㈱トモヤ、㈱フ
ロンティアコーポレーションの3社で52.8％と過半数を
占めている。

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度
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＜2019年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）②＞

⑦京阪神地区案件の傾向

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円） 公募機関

2019/6/14 消防吏員防火靴 192足 4,473,600 京都市役所

2019/6/21 消防団安全靴 1,407,600 神戸市役所

2019/6/25 警察官用半長靴 420足 2,517,480 兵庫県警察本部

2019/6/28 防火靴 2,840,000 神戸市役所

2019/7/3 編上靴 60足 1,560,000 堺市役所

2019/7/13 編上安全靴 189足 2,079,000 守山市役所

2019/7/31 消防団用編上靴 395足 3,081,000 近江八幡市役所

2019/8/20 救急隊用半長靴 - 4,584,000 大阪市役所

2019/8/20 編上靴 - 7,040,900 大阪市役所

2019/8/20 消防職員短靴　他1点 - 6,955,900 大阪市役所

2019/9/13 半長安全靴 - 1,350,540 大阪市役所

2019/9/18 現場用編上靴 - 1,001,000 堺市役所

2019/11/5 警察官用編上げ靴 490足 7,492,100 兵庫県警察本部

2019/11/18 消防局「黒短靴」 808,454 神戸市役所

2019/12/2 作業靴 - 2,801,480 東大阪市役所

2020/1/24 建設局安全半長靴 200足 1,360,000 京都市役所

2020/1/24 消防団活動靴 422足 4,452,100 京都市役所

2020/2/4 新制靴　他1件 - 7,327,500 京都市交通局

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度
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⑧首都圏案件の傾向

1．公募（落札）金額

2019年度：252,656,813円

＜2019年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）①＞

＜2019年度落札企業別落札金額シェア（落札金額100万円以上案件集計）＞

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
2019年度の落札企業数は31社で、複数の案件を
落札している企業は、加賀屋産業㈱、㈱石井、晃
洋商事㈱、武田商工㈱、星野総合商事㈱、日本
消防サービス㈱、コートーの7社に過ぎず、落札企業
は幅広くなっている。
金額ベースでみると、㈱東武百貨店、加賀屋産業
㈱、㈱石井の3社で56.2％と過半数を占めている。

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円） 公募機関

2019/4/24 安全半長靴 160足 1,952,640 横浜市役所

2019/4/24 安全半長靴 1594足 11,318,180 横浜市役所

2019/4/26 警察官用短靴　他9品目 - 79,875,650 千葉県庁

2019/5/7 安全半長靴 124足 2,373,246 横浜市役所

2019/5/12 長編上げ靴 - 1,477,440 川口市役所

2019/5/13 軽量型特殊編上靴 - 1,105,600 埼玉県庁

2019/5/20 安全靴等 355足 2,522,450 埼玉県庁

2019/5/23 安全靴　他 - 1,422,750 埼玉県庁

2019/5/31 鑑識用半長靴 - 6,680,200 神奈川県庁

2019/5/31 男性警察官用短靴 6735足 37,581,300 埼玉県庁

2019/5/31 女性警察官用短靴 648足 3,512,160 埼玉県庁

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①短靴・編上靴
②活動靴・作業靴
③防火・防災靴

などが主なものであり、それぞれの地区の災害対策用途が
多い状況である。警察官関連の靴の公募も比較的多くな
っている。

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度
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＜2019年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）②＞⑧首都圏案件の傾向

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円） 公募機関

2019/6/14 災害対策用安全靴 150足 1,287,900 市川市役所

2019/6/17 短靴 - 2,260,440 川口市役所

2019/6/17 編上靴(革） - 1,122,660 川口市役所

2019/6/17 短靴 329足 1,727,250 さいたま市役所

2019/7/3 乗用靴 145足 1,587,460 埼玉県庁

2019/7/8 消防吏員用編上靴・短靴 290足 2,412,230 横須賀市役所

2019/7/9 編上靴 175足 1,776,250 横浜市役所

2019/7/10 防火靴 - 11,956,800 市原市役所

2019/7/22 編上靴 173足 1,526,206 千葉市役所

2019/7/23 男性用静電靴 1003足 6,369,451 横浜市役所

2019/7/23 編上靴 540足 6,479,352 横浜市役所

2019/8/5 防火長靴 137足 1,575,500 さいたま市役所

2019/8/5 活動靴 576足 3,974,400 さいたま市役所

2019/8/5 編上靴 220足 1,865,600 さいたま市役所

2019/8/7 初動要員用安全靴 - 1,848,000 武蔵野市役所

2019/8/8 短靴　他1点 763足 6,851,218 千葉市役所

2019/8/20 男子防災革靴 790足 12,784,132 横浜市役所

2019/8/20 防火靴 474足 10,238,400 横浜市役所

2019/10/11 防火靴 - 2,276,400 川崎市役所

2019/10/18 作業靴 - 2,182,950 神奈川県庁

2019/10/24 救助靴 - 1,964,650 川崎市役所

2019/11/5 安全半長靴 - 1,845,800 横浜市役所

2019/11/7 警備靴 100足 1,370,000 埼玉県庁

2019/11/8 演技靴（屋外用） - 1,138,800 神奈川県庁

2019/12/9 災害救助用靴 - 3,281,700 相模原市役所

2020/1/6 編上靴 160足 1,364,000 千葉市役所

2020/1/17 救助靴 - 1,008,800 川崎市役所

2020/1/20 防火長靴 34足 1,038,598 千葉市役所

2020/1/22 防火靴B - 1,232,000 川崎市役所

2020/1/22 防火靴 643足 2,829,200 横浜市役所

2020/1/26 消防職員用靴 - 2,051,400 相模原市役所

2020/2/1 編上靴 158足 1,607,650 横浜市役所

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度
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⑨北海道案件の傾向

1．公募（落札）金額

2019年度：108,520,185円

2．主な公募製品について
公募製品（調達製品）については、
①短靴・編上靴
②警備靴
③防寒・防災靴

などが主なものであり、寒い地域であるため、防寒用途の案
件は安定的に公募されている。またここも災害対策用途、警
察官関連用途が多い。

３．落札企業について
同省の公募案件の落札企業は右表、グラフの通り。
2019年度の落札企業数は5社で、複数の案件を落札し
ている企業は榎本商事㈱、北海道職員厚済会、ミドリ安
全㈱の3社となっている。
また金額ベースでみると、榎本商事㈱、北海道職員厚
済会の2社で約90％を占めた寡占状況である。

＜2019年度落札企業別公募案件内容（落札金額100万円以上案件）＞

＜2019年度落札企業別落札金額シェア（落札金額100万円以上案件集計）＞

公示年月 製品 公募数量 落札金額(円） 公募機関

2019/5/14 消防吏員救急短靴 234足 1,332,612 札幌市消防局

2019/5/14 警察官用短靴 1555足 10,107,500 北海道警察本部

2019/5/14 警察官用短靴 1603足 12,343,100 北海道警察本部

2019/5/16 消防吏員編上靴 206足 1,857,708 札幌市消防局

2019/5/20 警察官用警備靴 1004足 14,859,200 北海道警察本部

2019/6/21 警察官用短靴 2036足 16,450,880 北海道警察本部

2019/6/28 女性警察官用短靴 276足 2,232,840 北海道警察本部

2019/7/9 女性警察官用防寒靴 164足 2,419,000 北海道警察本部

2019/9/19 防護靴 192足 1,824,000 北海道警察本部

2019/11/7 防火長靴 207足 1,904,400 札幌市役所

2020/1/10 消防職員用短靴 - 1,650,165 旭川市役所

2．官公庁・自治体が行った革製品関連製品 調達案件のまとめ：2019年度
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3．官公庁・自治体案件落札企業の集計
及び主要落札企業の特徴
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2019年度革関連製品の公募案件における主な落札企業を集計したのが以下のグラフ。

ミドリ安全㈱が全体の23.4％を占め、案件数も62件と断然のシェアを占めている。次位の㈱リーガルコーポレーションは、案件数こそ4件と
少ないものの、1件あたりの金額が大きく、集計すると全体の14.5％を占める結果となった。㈱シモンも複数の自治体、官公庁から受注して
おり、受注件数11件、金額も全体の6.7％を占めるに至っている。

トップのミドリ安全㈱は案件数の多い防衛装備省、東京都庁の案件を多数受注している他、幅広い自治体の案件を受注しており、オー
ルラウンド型の企業として、確固たるポジションを築いている。㈱リーガルコーポレーションは防衛装備庁と東京都庁の大型案件をしっかりと受
注している結果である。全体的に官公庁案件の方が金額が大きい案件が多く、それらを受注している企業が全体のランキングでも上位に位
置している。

32

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

①2019年度・落札企業集計（全体）

＜2019年度公募案件・落札企業別公募案件数・落札金額（落札金額100万円以上案件集計）＞

落札企業 落札件数 落札金額計(円）
ミドリ安全㈱ 62 740,761,903
㈱リーガルコーポレーション 4 458,510,800
㈱シモン 11 212,745,987
セントラル工商㈱ 3 142,417,462
日洋物産㈱ 1 129,756,157
(株)三崎 6 101,526,030
青木安全靴製造㈱ 8 88,138,952
㈱東武百貨店 1 79,875,650
㈱ハザマ 6 71,323,822
㈱装備開発機構 2 69,230,084
岡本製甲㈱ 3 67,643,945
帝商㈱ 2 62,570,950
㈱赤尾 2 62,556,008
その他企業 173 839,603,423

計 284 3,126,661,173
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＜2019年度公募案件・落札企業別公募案件数・落札金額・主な公募機関＞（落札金額合計1,200万円以上の企業）

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札企業 落札件数 落札金額計(円） 主な公募機関

ミドリ安全㈱ 62 740,761,903
防衛装備庁、東京都庁、厚生労働省、長野県警察本
部、他多数

㈱リーガルコーポレーション 4 458,510,800 防衛装備庁、東京都庁

㈱シモン 11 212,745,987
防衛装備庁、名古屋市役所、埼玉県庁、茨城県庁、
福島県庁

セントラル工商㈱ 3 142,417,462 東京都庁

日洋物産㈱ 1 129,756,157 駐留軍等労働者労務管理機構(LMO)

(株)三崎 6 101,526,030 東京都庁、国立印刷局、新宿区役所

青木安全靴製造㈱ 8 88,138,952 防衛装備庁

㈱東武百貨店 1 79,875,650 千葉県庁

㈱ハザマ 6 71,323,822 大阪市役所、愛知県庁、大阪広域環境施設組合

㈱装備開発機構 2 69,230,084 東京都庁

岡本製甲㈱ 3 67,643,945 防衛装備庁

帝商㈱ 2 62,570,950 東京都庁、北海道警察本部

㈱赤尾 2 62,556,008 東京都庁、福岡市役所

㈱渡辺武商店 3 53,495,915 東京都庁、武蔵野市役所

加賀屋産業㈱ 2 41,093,460 埼玉県庁

(株)ハルタ 1 39,425,980 東京都庁

榎本商事㈱ 5 37,819,628 北海道警察本部、札幌市消防局

㈱イマジョー 1 29,665,680 東京都庁

㈱武田商店 2 29,082,020 福岡県警察本部

北海道職員厚済会 2 22,450,600 北海道警察本部

㈱石井 4 20,667,803 神奈川県庁、横浜市役所

広友物産㈱ 1 20,036,499 法務省

㈱高松靴店 2 16,397,315 東京都庁

㈲マエハラ靴店 1 15,929,600 熊本県庁

㈱トモヤ 2 15,748,700 兵庫県警察本部

㈱フロンティアコーポレーション 3 14,359,540 大阪市役所

船山㈱ 2 12,811,850 東京都庁、新潟県庁

三和化成㈱ 1 12,784,132 横浜市役所

①2019年度・落札企業集計（全体）
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②2019年度・落札企業集計（官公庁案件）

＜2019年度公募案件・落札企業別公募案件数・落札金額（落札金額100万円以上案件集計）＞

2019年度革関連製品の公募案件における官公庁の主な落札企業を集計したのが以下のグラフ。

ここでもトップはミドリ安全㈱で、金額ベースで全体の37.1％を占め、案件数も18件となっている。次位の㈱リーガルコーポレーションが金
額ベースで21.9％のシェア、㈱シモンが13.8％のシェア、日洋物産㈱が9.3％のシェアと続いている。

トップのミドリ安全㈱は案件数の多い防衛装備省を中心に受注。次ぐ㈱リーガルコーポレーションや㈱シモンも防衛装備省からの受注であ
る。上位企業の多くは防衛装備省からの受注であるが、日洋物産㈱は駐留軍労働者労務管理機構からの受注、広友物産㈱は法務省
からの受注、ミスズユニム㈱、山崎産業㈱は皇宮警察本部からの受注となっている。

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札企業 落札件数 落札金額計(円）
ミドリ安全㈱ 18 516,905,111
㈱リーガルコーポレーション 2 305,561,520
㈱シモン 7 192,296,187
日洋物産㈱ 1 129,756,157
青木安全靴製造㈱ 8 88,138,952
岡本製甲㈱ 3 67,643,945
広友物産㈱ 1 20,036,499
ミスズユニム㈱ 1 11,711,700
山崎産業㈱ 1 9,773,280
山甚物産㈱ 1 9,687,600
(株)三崎 1 6,683,700
丸長産業㈱ 1 6,420,000
㈱倉本産業 1 5,247,529
㈱穂高商事 2 4,252,570
東光商事㈱ 1 1,921,910
青木産業㈱ 1 1,602,849
その他企業 6 14,668,117

計 56 1,392,307,626
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＜2019年度公募案件・落札企業別公募案件数・落札金額・主な公募機関（落札金額100万円以上案件集計）＞

落札企業 落札件数 落札金額計(円） 主な公募機関
ミドリ安全㈱ 18 516,905,111 防衛装備庁、厚生労働省
㈱リーガルコーポレーション 2 305,561,520 防衛装備庁
㈱シモン 7 192,296,187 防衛装備庁
日洋物産㈱ 1 129,756,157 駐留軍等労働者労務管理機構(LMO)
青木安全靴製造㈱ 8 88,138,952 防衛装備庁
岡本製甲㈱ 3 67,643,945 防衛装備庁
広友物産㈱ 1 20,036,499 法務省
ミスズユニム㈱ 1 11,711,700 皇宮警察本部
山崎産業㈱ 1 9,773,280 皇宮警察本部
山甚物産㈱ 1 9,687,600 海上保安庁
(株)三崎 1 6,683,700 国立印刷局

丸長産業㈱ 1 6,420,000 国土交通省
㈱倉本産業 1 5,247,529 防衛装備庁
㈱穂高商事 2 4,252,570 財務省、皇宮警察本部
東光商事㈱ 1 1,921,910 防衛装備庁
青木産業㈱ 1 1,602,849 警察庁

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

②2019年度・落札企業集計（官公庁案件）
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＜2019年度公募案件・落札企業別公募案件数・落札金額（落札金額100万円以上案件集計）＞

2019年度革関連製品の公募案件における自治体の主な落札企業を集計したのが以下のグラフ。

ここでは落札企業のシェアがやや分散した形となったが、ここでもトップはミドリ安全㈱で、全体の12.6％を占め、案件数も44件となっている。
次位の㈱リーガルコーポレーションが8.6％のシェア、セントラル工商㈱が8.0％、㈱三崎が5.3％のシェアと続いている。

トップのミドリ安全㈱は各地方自治体の地域においても支店を持ち、東京都庁の他、幅広い自治体の案件を受注している点が強みであ
る。㈱リーガルコーポレーション、セントラル工商㈱は東京都庁のみであるが、受注金額の大きさで上位にある。おおよそ、それぞれの自治体に
ある程度特化した形で受注している企業が多い中、ミドリ安全㈱以外では、㈱ハザマ、帝商㈱、㈱赤尾、㈱シモンは複数の自治体の案件
を受注している。

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札企業 落札件数 落札金額計(円）
ミドリ安全㈱ 44 223,856,792
㈱リーガルコーポレーション 2 152,949,280
セントラル工商㈱ 3 142,417,462
㈱三崎 5 94,842,330
㈱東武百貨店 1 79,875,650
㈱ハザマ 6 71,323,822
㈱装備開発機構 2 69,230,084
帝商㈱ 2 62,570,950
㈱赤尾 2 62,556,008
㈱渡辺武商店 3 53,495,915
加賀屋産業㈱ 2 41,093,460
㈱ハルタ 1 39,425,980
榎本商事㈱ 5 37,819,628
㈱イマジョー 1 29,665,680
㈱武田商店 2 29,082,020
北海道職員厚済会 2 22,450,600
㈱石井 4 20,667,803
㈱シモン 4 20,449,800
その他企業 136 472,508,573

計 227 1,726,281,837

③2019年度・落札企業集計（自治体案件）
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＜2019年度公募案件・落札企業別公募案件数・落札金額・主な公募機関＞（落札金額合計1,000万円以上の企業）

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札企業 落札件数 落札金額計(円） 主な公募機関
ミドリ安全㈱ 44 223,856,792 東京都庁、長野県警察本部、愛知県庁　他多数
㈱リーガルコーポレーション 2 152,949,280 東京都庁
セントラル工商㈱ 3 142,417,462 東京都庁
㈱三崎 5 94,842,330 東京都庁、新宿区役所
㈱東武百貨店 1 79,875,650 千葉県庁
㈱ハザマ 6 71,323,822 大阪市役所、愛知県庁、大阪広域環境施設組合
㈱装備開発機構 2 69,230,084 東京都庁
帝商㈱ 2 62,570,950 東京都庁、北海道警察本部
㈱赤尾 2 62,556,008 東京都庁、福岡市役所
㈱渡辺武商店 3 53,495,915 東京都庁、武蔵野市役所
加賀屋産業㈱ 2 41,093,460 埼玉県庁
㈱ハルタ 1 39,425,980 東京都庁
榎本商事㈱ 5 37,819,628 北海道警察本部、札幌市消防局
㈱イマジョー 1 29,665,680 東京都庁
㈱武田商店 2 29,082,020 福岡県警察本部
北海道職員厚済会 2 22,450,600 北海道警察本部
㈱石井 4 20,667,803 神奈川県庁、横浜市役所
㈱シモン 4 20,449,800 名古屋市役所、埼玉県庁、茨城県庁、福島県庁
㈱高松靴店 2 16,397,315 東京都庁
㈲マエハラ靴店 1 15,929,600 熊本県庁
㈱トモヤ 2 15,748,700 兵庫県警察本部
㈱フロンティアコーポレーション 3 14,359,540 大阪市役所
船山㈱ 2 12,811,850 東京都庁、新潟県庁
三和化成㈱ 1 12,784,132 横浜市役所
㈱清水商会 1 11,956,800 市原市役所
藤原化工(株) 1 11,672,640 兵庫県警察本部
㈲碓井商店 1 11,318,180 横浜市役所
(株)中村スポーツ 1 11,066,400 宮城県庁
サカイ靴被服協同組合 4 10,824,120 愛知県庁、堺市役所
双信消防設備㈱ 1 10,238,400 横浜市役所
㈲老田屋 1 10,181,600 富山市役所

③2019年度・落札企業集計（自治体案件）
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1．事業内容
フットウエアからユニフォーム、ヘルメット、安全衛生保護具、環境改善機器、さらに危機管理の対策商品、クリーン・静電気対策、医療
用具を展開。全国に支社27カ所、支店41カ所、営業所5カ所持ち、さらに海外の拠点（支社）を17拠点で構えている。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
航空靴、戦闘靴、警備靴など、特殊なシューズの製造を得意としており、防衛省や海上保安庁など、様々な局面で必要とされる製品に
対応できる点が大きな強みとなっている。また全国各地に支社、拠点を持ち、それぞれの自治体案件に対応できる体制も備えている。官
公庁、自治体案件においても圧倒的なシェアを持っており、今後もその優位性は変わらないと思われる。

3．官公庁及び自治体案件実績（2019年度）

◆落札金額：740,761,903円
（官公庁） 18件
（自治体） 45件

④主要落札企業の特徴：ミドリ安全㈱

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/4/8 長崎市役所 消防団員安全靴 180 1,332,000

2019/4/17 福岡市役所 編上靴 210 1,054,620

2019/4/19 総社市役所 防火靴 40 1,127,520

2019/4/24 防衛装備庁 砂漠地域等用航空靴 90 1,692,900

2019/4/24 防衛装備庁 砂漠地域等用作業靴 330 5,481,300

2019/4/26 自動車技術総合機構 検査用安全靴 - 2,788,722

2019/6/26 東京都庁 編上靴 外２種 7,131 121,604,835

2019/5/14 岡山市役所 安全靴（編上靴） 203 1,534,680

2019/5/14 札幌市消防局 消防吏員救急短靴 234 1,332,612

2019/5/14 長野市役所 消防局編上靴（防水静電） 58 1,259,064

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）①＞
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④主要落札企業の特徴：ミドリ安全㈱

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/5/17 倉敷市役所 消防用静電安全靴 144 1,065,312

2019/5/17 福山市役所 短靴 310 1,456,380

2019/5/21 法務省（MOJ） 警備靴 11,277,000

2019/5/31 岡山市役所 革短靴 283 1,367,739

2019/6/4 静岡市役所 消防吏員用安全靴 200 1,060,000

2019/6/4 防衛装備庁 防寒戦闘靴2型 300 7,029,000

2019/6/6 大分市役所 消防団員用編上靴 - 1,317,600

2019/6/7 防衛装備庁 防暑靴4型 200 2,897,400

2019/6/14 秋田県庁 男性用短靴（スリッポン） 296 1,396,824

2019/6/17 さいたま市役所 短靴 329 1,727,250

2019/6/24 愛知県庁 警備靴 565 4,802,500

2019/6/28 秋田県庁 短靴 425 1,856,825

2019/6/28 船橋市役所 短靴 - 1,826,650

2019/7/4 広島市役所 編上靴 517 6,100,600

2019/7/4 広島市役所 救急靴 393 3,065,400

2019/7/5 高崎市役所 編上式長靴 64 1,510,500

2019/7/5 厚生労働省（MHLW) 安全靴 2,218 14,334,451

2019/7/8 茨城県庁 警備靴 - 2,752,000

2019/7/16 長野県警察本部 警備用長靴 128 1,188,864

2019/7/8 東京都庁 女性編上靴 外3種 551 9,570,330

2019/7/22 長野県警察本部 男性警察官用短靴 490 3,846,636

2019/7/22 長野県警察本部 男性警察官用短靴 178 1,999,296

2019/7/25 前橋市役所 革製防火靴 - 2,136,400

2019/7/31 熊本県庁 警備靴 - 1,971,600

2019/8/6 愛知県庁 警備靴 - 4,802,500

2019/8/19 香川県庁 警察官用靴(革靴） - 2,476,078

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/8/19 法務省（MOJ） 入国警備官男性・女性活動靴 636 4,391,280

2019/8/19 法務省（MOJ） 警備靴 - 10,172,800

2019/8/24 西村山郡朝日町役場 消防団員用安全靴 - 3,445,000

2019/8/30 岩手県庁 警察官短靴（帯電防止） 236 1,869,120

2019/8/30 岩手県庁 警察官火災現場用長靴 168 2,269,740

2019/8/30 浜松市役所 消防団編上靴 287 1,468,005

2019/9/6 広島県府中市役所 消防団編上靴 242 1,887,600

2019/9/12 新潟市役所 安全靴 - 1,072,000

2019/9/26 墨田区役所 編上靴 - 1,351,350

2019/10/2 補給統制本部 事務官等用安全靴、外15件 250 2,080,100

2019/10/18 宇城市役所 消防団編上靴 - 5,057,000

2019/11/7 札幌市役所 防火長靴 207 1,904,400

2019/11/7 防衛装備庁 戦闘靴２型、空挺用 400 7,964,000

2019/11/11 鳥取県庁 編上靴・短靴 135 1,058,500

2019/11/21 防衛装備庁 防寒戦闘靴２型 3,000 70,290,000

2019/11/21 防衛装備庁 防寒戦闘靴２型　他１件 6,476 151,732,680

2019/12/3 国立印刷局 安全靴　外2件 - 1,824,600

2019/12/16 児湯郡新富町役場 消防団員用安全靴 - 1,166,400

2019/12/17 長野県警察本部 警備靴 120 1,135,200

2019/12/18 山梨県庁 男性警察官用編上靴 - 1,705,000

2020/1/20 防衛装備庁 戦闘靴２型、一般用 986 16,702,840

2020/1/20 防衛装備庁 戦闘靴２型、一般用 10,791 182,799,540

2020/1/29 防衛装備庁 戦闘靴（Ｂ）、２型 41 1,497,320

2020/1/29 防衛装備庁 戦闘靴（Ｂ）、１型 41 1,307,900

2019/7/29 東京都庁 レスキュー靴 398 7,136,140

2020/2/19 防衛装備庁 防寒戦闘靴２型 1,000 23,430,000

41,481 740,761,903計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）②
＞
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1．事業内容
1902年創業の日本の靴業界の代表企業。株式も上場しており、「リーガル」ブランドをはじめ、多くのファッションブランドのシューズを展開
する。また海外ブランドシューズの輸入、ライセンス展開も行っており、日本のシューズ産業のトップ企業として存在している。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
ファッション靴を主力としていることもあり、官公庁・自治体案件においても落札しているのは主に短靴である。防衛装備庁からの案件にお
いても対応している製品は、被服を着用することが義務付けられている自衛官（幹部・曹士）、防衛大学校及び防衛医科大学校の学
生等のシューズへの対応となっている。

3．官公庁及び自治体案件実績（2019年度）

◆落札実績：4件
（官公庁） 2件
（自治体） 2件

④主要落札企業の特徴：リーガルコーポレーション㈱

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/6/26 東京都庁 短靴（黒プレーン・防水型） 5,643 58,348,620

2019/6/26 東京都庁 活動靴（男性） 9,149 94,600,660

2019/7/11 防衛装備庁 短靴,陸,女性,16式 3,900 32,818,500

2019/7/11 防衛装備庁 短靴,陸,男性,16式 25,020 272,743,020

43,712 458,510,800計

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務は安全靴製造、防災用品、産業安全用品・機器・装置の製造、輸入販売。全国14か所に販売拠点を持ち、得意先も多岐
に亘っている。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
官公庁を始め、自治体からの案件も満遍なく受注しており、官公庁、自治体案件受注の常連企業でもある。主業務が安全靴ということ

もあり、特殊靴などの案件受注はないが、短靴中心で、静電安全靴や防寒整備靴など機能性を伴った安全靴の対応に特徴がある。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績：11件
（官公庁） 7件
（自治体） 4件

④主要落札企業の特徴：㈱シモン

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/4/24 防衛装備庁 中編上安全靴,2形 12,600 100,485,000

2019/4/25 防衛装備庁 整備靴 310 2,591,600

2019/5/29 名古屋市役所 静電安全短靴 229 1,561,780

2019/6/4 防衛装備庁 航空靴,3形 2,028 29,335,020

2019/7/3 埼玉県庁 乗用靴 145 1,587,460

2019/7/4 茨城県庁 警察官短靴 - 13,186,560

2019/7/11 防衛装備庁 短靴,女子 2,466 6,273,124

2019/8/2 防衛装備庁 短靴,1形,女子 398 2,576,453

2019/11/25 福島県庁 活動安全靴 440 4,114,000

2019/12/24 防衛装備庁 短靴、女子、４形 899 5,705,953

2020/3/16 防衛装備庁 中編上安全靴、２形 5,628 45,329,037

25,143 212,745,987計

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主力事業はゴルフ用品卸であり、ゴルフシューズなども扱う事から、革靴などの製造なども展開するようになった。よって主な得意先はヒマラ
ヤ、メガスポーツといったスポーツ量販店やビックカメラ、アマゾンなどがある。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
東京都庁案件の受注がほとんどであり、主に消防関連の靴の供給を行っている。受注案件数は年2-3件程度の受注であるが,毎年
着実に受注しており、一定量の対応を行っている状況である。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 142,417,462円
（官公庁） 0件
（自治体） 3件

④主要落札企業の特徴：セントラル工商㈱

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/6/19 東京都庁 男性・女性消防団員用短靴 1,500 9,900,000

2019/6/26 東京都庁 短靴（黒外羽根） 8,183 83,532,064

2019/6/26 東京都庁 短靴（黒プレーン・一般型） 4,851 48,985,398

14,534 142,417,462計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞



©Yano Research Institute 2021 All Rights Reserved
43

1．事業内容
主業務は安全靴、作業委全般商品の卸売。販売先はほとんど行政機関であり、仕入先としてミドリ安全、青木産業(青木安全靴製
造）、シモン等となっている。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
大阪市役所からの案件を中心に、愛知県庁、大阪広域環境施設組合などからの案件も受注している。企業は非常に商木花企業で
あり、ミドリ安全㈱や青木産業㈱などの官公庁案件落札の有力企業からの調達で対応する取り組みを行っている。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 71,323,822円
（官公庁） 0件
（自治体） 6件

④主要落札企業の特徴：㈱ハザマ

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/4/10 大阪市役所 安全半長靴　他1点 - 9,036,600

2019/5/31 大阪広域環境施設組合 安全半長編上靴 - 4,479,900

2019/6/4 大阪市役所 編上靴 - 1,448,700

2019/8/3 愛知県庁 警察官用短靴　他2点 6,437 44,733,722

2019/8/20 大阪市役所 救急隊用半長靴 - 4,584,000

2019/8/20 大阪市役所 編上靴 - 7,040,900

6,437 71,323,822計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務は繊維製品製造販売、ゴム・皮革製品製造販売。販売先の大部分は行政機関で、ミドリ安全なども仕入先として挙がっている。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
東京都庁案件の受注が主であるが、都内の区役所からの案件の受注もある。また国立印刷局の作業靴の調達も毎年請け負っており、
企業の規模は小さいながらもこれら行政とは強いパイプを持っていることで、行政からの靴調達案件の有力受託企業の1社となっている。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 101,526,030円
（官公庁） 1件
（自治体） 5件

④主要落札企業の特徴：㈱三崎

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/7/8 東京都庁 保護靴（長編上靴）他33点 - 13,655,620

2019/5/15 東京都庁 編上げ活動靴（消防団員用） 1,500 16,335,000

2019/6/12 東京都庁 長靴（編上げ靴型） 2,884 58,689,400

2019/5/29 東京都庁 女性用短靴A型、C型 531 5,127,210

2019/7/2 国立印刷局 作業靴 - 6,683,700

2019/7/25 新宿区役所 保護靴（中編上靴）　他2点 - 1,035,100

4,915 101,526,030計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務は安全靴、作業靴、特殊靴など、あらゆる職場、あらゆる利用者に適合した専用靴の製造。実質的に親会社青木産業（東京本
社）の製造部門であり、日本での安全靴製造の元祖と自負している。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
親会社青木産業と受注を棲み分けてお入り、青木産業は自治体案件を中心に受注、青木安全靴製造は基本的に防衛装備庁の
案件に絞った対応を行っている。防衛装備庁の特殊な案件への対応ができるという強みもあり、毎年着実な案件を請け負っている。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 88,138,952円
（官公庁） 8件
（自治体） 0件

④主要落札企業の特徴：青木安全靴製造㈱

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/7/11 防衛装備庁 第2種編上靴 549 6,280,560

2019/7/11 防衛装備庁 第1種編上靴 166 1,196,030

2019/7/16 防衛装備庁 短靴　他2件 2,491 5,635,322

2019/8/29 防衛装備庁 航空靴 1,839 31,152,660

2019/9/18 防衛装備庁 戦闘靴２型、航空用 460 8,956,200

2019/9/18 防衛装備庁 戦闘靴２型、装甲用 1,400 19,943,000

2019/10/21 防衛装備庁 航空靴 502 8,503,880

2019/11/24 防衛装備庁 短靴 1,110 6,471,300

8,517 88,138,952計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞



©Yano Research Institute 2021 All Rights Reserved
46

1．事業内容
主業務は健康シューズ、野球スパイク、ゴルフシューズの製造。販売先としては卸先としてセントラル工商、小売店ではつるや、ワールド
ウイングなどのゴルフ用品専門店、そして官公庁などがある。同族会社。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
同社も防衛装備庁に特化した対応を行っており、毎年着実に複数の案件を受注している。セントラル工商㈱と同様に、本業はスポー
ツシューズの製造卸ではあるが、その生産体制や素材調達のオペレーションを活用し、防衛省の各自治体各拠点や防衛大学等に納品
する短靴を主として請け負っている。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 67,643,945円
（官公庁） 3件
（自治体） 0件

④主要落札企業の特徴：岡本製甲㈱

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/7/11 防衛装備庁 短靴　他1件 12,057 40,932,461

2019/12/27 防衛装備庁 短靴、３形、黒色 - 24,426,124

2020/1/7 防衛装備庁 短靴 392 2,285,360

12,449 67,643,945計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務は、消防設備・器具販売、消防機器・設備取り付け工事、防災機材販売。横浜と藤沢に販売拠点を持ち、行政機関をはじめ、
トヨタカスタマイジング、第一三共、ＫＤＤＩなどの顧客を持っている。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
2019年度は東京都庁及び東京都内の市役所の案件の受注に止まっているが、2018年度、2020年度は海上保安庁からの案件も
受注しており、こうした行政案件受託の有力企業の1社でもある。消防関連、救助関連の救助靴を中心に請け負っている。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 53,495,915円
（官公庁） 0件
（自治体） 3件

④主要落札企業の特徴：㈱渡辺武商店

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/6/5 東京都庁 編上靴（集合） 2,911 35,703,415

2019/8/7 東京都庁 編上靴 1,300 15,944,500

2019/8/7 武蔵野市役所 初動要員用安全靴 - 1,848,000

4,211 53,495,915計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務は制服、作業服、ゴム・皮革製品、特殊装備品、防災機器・資材などの卸販売。また技術提案専門商社とも謳っている。仕入
先は丸紅などの商社やユニチカ、東洋ゴムなどのメーカｰで、販売先は行政機関が大部分を占める。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
札幌市に本社があり、北海道警察本部や札幌市消防局など、地元行政からの案件を主に受注している。また2020年度には国土
交通省から防寒靴の調達案件を受注している。基本的に北海道エリアの行政案件受託の有力企業である。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 37,819,628円
（官公庁） 0件
（自治体） 5件

④主要落札企業の特徴：榎本商事㈱

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/5/16 札幌市消防局 消防吏員編上靴 206 1,857,708

2019/5/20 北海道警察本部 警察官用警備靴 1,004 14,859,200

2019/6/21 北海道警察本部 警察官用短靴 2,036 16,450,880

2019/6/28 北海道警察本部 女性警察官用短靴 276 2,232,840

2019/7/9 北海道警察本部 女性警察官用防寒靴 164 2,419,000

3,686 37,819,628計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務はワークウェアの卸販売。ユニチカ、チクマ、自重堂といったユニフォームメーカーからの仕入れが多く、販売先も行政機関の他は、
川崎重工グループがほとんどである。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
ここ3年の100万円以上の案件の受注は兵庫県警察本部のみであるが、過去には神戸市役所からの調達案件にも対応している。また
同社は元々ワークウェアの卸販売が主業務ということもあり、兵庫県内行政機関からのワークウェアの調達案件を多く受注している。兵庫
県内行政機関におけるワークウェア、靴等の調達案件の第一人者企業である。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 15,748,700円
（官公庁） 0件
（自治体） 2件

④主要落札企業の特徴：㈱トモヤ

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/5/28 兵庫県警察本部 警察官用編上げ靴 550 8,256,600

2019/11/5 兵庫県警察本部 警察官用編上げ靴 490 7,492,100

1,040 15,748,700計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務はゴム製品、作業用品、皮革製品などの卸販売。仕入先はムーンスター、アキレス、第一ゴムなどの素材メーカーの他、シモン
などの製品卸からの仕入れもある。販売先は行政機関が大部分を占める。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
神奈川県内の行政機関の調達案件受託の有力企業であり、主業務とする作業用品や皮革製品の案件を受注している。神奈川県庁、
横浜市役所の他、川崎市役所などの調達案件も受注している。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 20,667,200円
（官公庁） 0件
（自治体） 2件

④主要落札企業の特徴：㈱石井

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/5/31 神奈川県庁 鑑識用半長靴 - 6,680,200

2019/7/23 横浜市役所 男性用静電靴 1,003 6,369,451

2019/7/23 横浜市役所 編上靴 540 6,479,352

2019/11/8 神奈川県庁 演技靴（屋外用） - 1,138,800

1,543 20,667,803計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
基本的に業務があまりオープンにはされていないが、過去の受注案件の内容から、事務用品、衣類、靴など、公的機関向けの卸販売
が主業務と思われる。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
行政機関からの調達案件には、毎年、大小の案件を交えながら、大阪市役所からの案件を中心に受注している。その他大阪市消防
局や大阪市市民病院機構などからも受注している。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 14,359,540円
（官公庁） 0件
（自治体） 3件

④主要落札企業の特徴：㈱フロンティアコーポレーション

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/4/10 大阪市役所 安全長編靴　他3点 - 6,053,100

2019/8/20 大阪市役所 消防職員短靴　他1点 - 6,955,900

2019/9/13 大阪市役所 半長安全靴 - 1,350,540

- 14,359,540計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞



©Yano Research Institute 2021 All Rights Reserved
52

1．事業内容
大阪府、愛知県の靴・履物・作業被服類の販売を行う小売業者5社に余って構成されている組織。公募されている商品によって、
組合員である企業が対応している。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
大阪府一帯、愛知県、岐阜県などの行政機関からの調達案件に幅広く対応している。組織名にあるように、靴や被服製品の調達にも
応札しており、毎年複数の案件を受注している。多く受注しているのは府警、県警関連案件である。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 10,874,120円
（官公庁） 0件
（自治体） 4件

④主要落札企業の特徴：サカイ靴被服協同組合

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/6/7 愛知県庁 女性警察官用黒短靴 584 4,156,560

2019/7/3 堺市役所 編上靴 60 1,560,000

2019/7/18 愛知県庁 女性警察官用黒短靴　他 - 4,156,560

2019/9/18 堺市役所 現場用編上靴 - 1,001,000

644 10,874,120計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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1．事業内容
主業務は安全保護具、作業用品の卸販売。販売先としては行政機関の他、三井造船、沼本産業などの地元大手企業に対応して
いる。同族会社。

2．官公庁及び自治体案件への応札内容
岡山県一帯、また京都市役所、京都市交通局からの調達案件を受注している。安全保護用品全般に対応していることで、靴以外
にも金額は少額ながらも革手袋や被服製品等も受注している。

3．官公庁及び自治体案件実績
（2019年度）

◆落札実績： 9,276,550円
（官公庁） 0件
（自治体） 3件

④主要落札企業の特徴：竹内商事㈱

3．官公庁・自治体案件落札企業の集計及び主要落札企業の特徴

落札年月 公募機関 公募(調達）製品 足数 落札金額(円）

2019/5/29 倉敷市役所 消防静電編上靴 500 2,700,000

2019/6/12 岡山県庁 男性警察官用短靴（軽量） 525 2,703,750

2019/8/7 岡山県庁 男性警察官短靴 752 3,872,800

1,777 9,276,550計

＜2019年度公募案件・落札実績（落札金額100万円以上案件）＞
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4．総 評
～官公庁・地方自治体の革製品物品調達状況にみる日本革使用の可能性～
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4．総評：官公庁・地方自治体の革製品物品調達状況にみる日本革使用の可能性

55

～官公庁と自治体案件の落札金額合計のバランスはおおよそ45：55～

2019年度の革関連製品の公募案件における100万円以上の落札金額案件の内訳は、案件数ベースでは自治体が全体の80％強
を占め、金額ベースにおいても55.4％を占める。警察関連、消防・救助関連の案件は、各自治体の県庁、市役所、県警察本部などか
ら公募されていることが、このような結果につながっている。
もちろん自治体案件においては、入札参加できる企業が地元企業及び地元に支社・支店がある企業に限定されるケースが多く、それら
特定企業との繋がりが必須となる。また官公庁案件に関しては、集計結果をみて分かるように、ある程度限られた企業が受注しており、こ
れら企業とのパイプを構築する必要がある。

～大型契約における随意契約は防衛装備庁案件のみ存在。小規模落札企業に注目～

公募案件においては、一般競争入札案件、随意契約案件があり、2019年度でみれば、防衛装備庁案件の中に随意契約となる案
件がいくつか含まれる。その場合の契約企業は、これまでに集計してきた落札額合計金額上位企業がほぼ独占している状況である。また
その契約企業を見る限り、必ずしも特殊な技術を持っている企業ではないケースもあるため、随意契約の対象となる案件の条件は不明
である。
自治体案件においては、随意契約はほとんど見られないが、受注している企業の中にはかなり小規模な企業（従業員数が10人未
満）も含まれており、自社で製品の供給にすべて対応できているとは思えない企業もあり、随意契約ではないが、それに近い関係性を
持った企業があることにも注目しておきたい。

～公募調達靴の平均単価は、特殊靴で15,000円～36,000円、一般的な短靴で10,000円前後～

官公庁が公募調達している靴の一品単価（落札金額÷公募数量）は、防衛装備庁の航空靴で14,000円～18,000円程度、防
寒靴で11,000円～19,000円程度、戦闘靴で22,000円～36,000円、短靴で10,000円前後の製品が多い。海上保安庁の特殊
救難靴で23,000円～25,000円程度、出勤救難靴で15,000円程度となっている。その他自衛隊関連の登山靴などは30,000円～
35,000円となっている。尚、革手袋は550円～700円程度となっている。
自治体が公募調達している靴の一品単価は、東京都庁の例を取り上げると、一般的な短靴が10,000円前後、災害対策用、防寒
靴などでは、10,000円～15,000円程度の単価が多くなっている。
いずれにせよ、供給する革はこの程度の製品単価に見合った単価で供給する必要があるが、ある程度特殊な靴が多いという事もあり、
生産コストが高めになることを考慮すれば、革の価格もそれなりに抑える必要がある。
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4．総評：官公庁・地方自治体の革製品物品調達状況にみる日本革使用の可能性

56

～兵庫県の100万円以上の案件は兵庫県警察本部、神戸市役所の案件が多く、落札企業は分散している～

兵庫県からの調達案件として、100万円以上の案件となると兵庫県警察本部、神戸市役所からの案件がほとんど。直近3年間の案
件をみると、兵庫県警察本部の案件には㈱トモヤ、㈱カマタニ、藤原化工㈱、㈱コウエイ、大神産業㈱の5社が受注。また神戸市役所
案件はムラカミ、㈱ニットー、㈱フジップの3社が受注している。いずれも兵庫県下の企業が落札しているが、複数の案件を受注しているの
は㈱トモヤと㈱カマタニの2社のみ。後は1案件ごとの受注となっている。兵庫県の調達案件に関しては、他自治体に比べると、特定企業
との結びつきは薄い感じがある。
基本的に自治体案件は地元企業が優先的に受注しているが、東京都案件は東京には支社や支店を持っている企業も多いため、落
札している企業の本社所在地は全国津々浦々である。

～本革使用指定案件は全体の1％に満たない。特殊機能靴の素材として対応できる革の提供が必須～

2019年度の革関連製品の調達案件において、明確に「革」使用を条件としている案件は、靴と手袋を合わせても2,000万円弱で、
全体の1％にも満たない状況である。もちろん仕様書の中で、部分的に条件に合う「革」を使用することが明記されているケースもあるが、
全体的多くはない。むしろ素材に関しては、こうした調達案件において防寒、防火、防暑、静電といった特殊な機能を備えた靴の調達が
ほとんどであるため、それに対応できる革素材を提供する必要がある。
また本革使用指定案件においても「日本革」をしている案件は皆無であり、落札企業がどこの革を使用しているかは、ヒアリング調査が
必要となるが、現状としてはかなり少ないと推測されるため、落札企業との関係を深めることも必須である。

今後、こうした行政の革製品関連の公募調達製品に「日本革」を適応する場合は、以下の要点が挙げられる。

①特殊靴が多いが、比較的単価の高い官公庁案件への訴求が妥当。
②官公庁案件に対応している企業はある程度限定されているため、それら企業とのパイプを持つことが必須。
③本革指定案件はまだまだ少なく、そうした点の官公庁及び自治体への働きかけは必要。
④自治体案件への対応としては、地元自治体と東京都、大阪府のような支社、支店が多く存在する自治体の案件が狙い目。
⑤公募案件は用途が明確であり、特殊な局面に対応できる製品が求められているため、そこに日本革を適応させるためには、輸入革と
の明確な違いが必要であり、例えば革そのものに特殊な機能を備えたものを開発するなどの考え方が今後は必要。
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5．参考資料
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5．参考資料：2019年度落札企業一覧①

企業名 〒 住所

アイ・ベスト㈱ 023-0881 岩手県奥州市水沢北田１８６－１
青木産業㈱ 111-0021 東京都台東区日本堤１－３７－８
いわき安全㈱ 970-0111 福島県いわき市平原高野字百目木４ 
榎本商事㈱ 060-0053 北海道札幌市中央区南３条東４－１－２
奥山商店 704-8132 岡山県岡山市東区邑久郷６２－５
加賀屋産業㈱ 101-0021 東京都千代田区外神田２－１－４
片山衣料㈱ 424-0832　 静岡県静岡市清水区入江南町１５－２８
神山産業㈱ 105-0004 東京都港区新橋４－５－１－１２０３
カワモト白衣㈱ 070-0032 北海道旭川市2条通１３－２６５
京都麻業㈱ 604-8412 京都府京都市中京区西ノ京南聖町１
京葉ミドリ㈱ 260-0831 千葉県千葉市中央区港町８－２１
宏陽㈱ 103-0006 東京都中央区日本橋富沢町７－７
小桜興産㈱ 444-0917 愛知県岡崎市日名西町２－３
サイボウサービス㈱ 333-0811　 埼玉県川口市戸塚２－３－１０
サカイ靴被服協同組合 590-0115　 大阪府堺市南区茶山台１－２－１
栄興防災㈱ 310-0844 茨城県水戸市住吉町３２－２
サンケンコーポレーション㈱ 142−0064 東京都品川区旗の台２−８−６　
三和化成㈱ 232-0072 神奈川県横浜市南区永田東３－８－１４
信濃衣料㈱ 380-0918 長野県長野市ア-クス１２－１２　
ゼコー㈱ 711-0921 岡山県倉敷市児島駅前１－７６
セフティ商事㈱ 264-0024 千葉県千葉市若葉区高品町１５８９－１１
セントラル工商㈱ 152-0013　 東京都目黒区南１－１５－５　
竹内商事㈱ 712-8061 岡山県倉敷市神田２－１２−４８
武田商工㈱ 360-0003 埼玉県熊谷市下川上１３６４－８
タナカ産業㈱ 751-0888 山口県下関市形山町5-35
谷川商店 578-0941 大阪府東大阪市岩田町４丁目１－２
谷澤商事㈲ 444-0063 愛知県岡崎市元能見町１２２－２
社会福祉法人　東京コロニー 165-0023 東京都中野区江原町２－６－７
ドヒボウ㈱ 802-0074 福岡県北九州市小倉北区白銀１－８－26ー103
ナカノ㈱ 232-0027　 神奈川県横浜市南区新川町４－２６
新潟モリタ㈱ 950-0811 新潟県新潟市東区材木町３－２１
新潟ラビットポンプ㈱ 950-0085 新潟県新潟市中央区長嶺町１１－１３
日洋物産㈱ 238-0014 神奈川県横須賀市三春町４－１－８　
日本消防サービス㈱ 336-0911 埼玉県さいたま市緑区三室１２０６－３
日本特装㈱ 102-0093 東京都千代田区平河町1丁目9番9号
弘進ゴム㈱ 984-0816 仙台市若林区河原町２－１－１１
弘進商事㈱ 780-0087 高知県高知市南久保１５－４６　
廣瀬産業㈱ 103-0028 東京都中央区八重洲１－４－１８　
平和産業㈱ 430-0903 静岡県浜松市中区助信町２４－２２　
星野総合商事㈱ 334-0076 埼玉県川口市本蓮１－１－９
細田産業㈱ 242-0011　 神奈川県大和市深見３９１９
㈱北海道職員厚済会 060-0003 北海道札幌市中央区北３条西７
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松尾ゴム㈱ 731-0223 広島県広島市安佐北区可部南４－９－２０　
ミスズユニム㈱ 111-0051 東京都台東区蔵前２－４－５
ミドリ安全㈱本社 150-8455 東京都渋谷区広尾５－４－３
ムラカミ 652-0811 神戸市兵庫区新開地５－３－２２
山崎産業㈱ 711-0906 岡山県倉敷市児島下の町9-2-25
山商広島㈱ 730-0847 広島県広島市中区舟入南３－１７−１１
山甚物産㈱ 101-0052 東京都千代田区神田小川町１－１
山本ゴム販売㈱ 882-0855 宮崎県延岡市卸本町１１－１３
ユーエム物産㈱ 810-0022 福岡県福岡市中央区薬院４－２－１１
和田ゴム販売㈱ 030-0131 青森県青森市問屋町１－７－２３
岡本製甲㈱ 710-1101 岡山県倉敷市茶屋町１９８８－１２
音伍繊維工業㈱ 813-0034 福岡県福岡市東区多の津４－６－１８
㈱アートユニフォーム 231-0064 横浜市中区野毛町１－５２
㈱アイテックス 141-0031 東京都品川区⻄五反田8-1-3   PMO五反田 4F

㈱アサヒ屋 601-8452　 京都府京都市南区唐橋堂ノ前町１ 
㈱アダチョー 460-0017 愛知県名古屋市中区松原１－６－１４
㈱新井工具 312-0045 茨城県ひたちなか市勝田中央１２－１７
㈱石井 231-0066 神奈川県横浜市中区日ノ出町2-111　　　　　　
㈱イマジョー 544-0004　 大阪府大阪市生野区巽北４－１２－３７
㈱ヴィナ 105-0003 東京都港区西新橋１－２０－１０　
㈱ウエハラ 330-0851 埼玉県さいたま市大宮区櫛引町１－８２８
㈱栄光スポーツ 700-0913 岡山市北区大供１－３－７
㈱エフ・エスアパレル 101-0041 東京都千代田区神田須田町１－２２－１１　
㈱奥山ポンプ商会 522-0041 滋賀県彦根市平田町１８５
㈱カマタニ 671-0234 兵庫県姫路市御国野町国分寺７８
㈱カンエツ 950-3131 新潟県新潟市北区濁川１００２－２
㈱関東小池 252-0332 神奈川県相模原市南区西大沼１－６－６
㈱キャンピオ辻万 918-8003 福井県福井市毛矢２－３－１
㈱京屋 600-8097 京都府京都市下京区堺町通五条上ル俵屋町２０５　
㈱キンキ 604-0932 京都府京都市中京区寺町通二条下ル妙満寺前町４５０－３
㈱コウエイ　西宮営業所 663-8202 兵庫県西宮市高畑町２－２－５１０
㈱コウサカ 380-0918 長野県長野市アークス２－８
㈱ことりや 950-0088 新潟県新潟市中央区万代３－４－３６
㈱サカエ商店 260-0854 千葉県千葉市中央区長洲１－１０－４
㈱清水商会 260-0807 千葉県千葉市中央区松ヶ丘町６３５
㈱シモン 103-0025 東京都中央区日本橋茅場町３－３－１
㈱湘南ワイパーサプライ 245-0018 神奈川県横浜市泉区上飯田町２８６－１
㈱体育堂 860-0047 熊本県熊本市西区春日１－３－１　
㈱タカヤ商事 321-0973 栃木県宇都宮市岩曽町１３７７－８２
㈱武田商店 815-0031 福岡県福岡市南区清水１－１５－１２－１０２
㈱東海消防機材商会 410-0866 静岡県沼津市市道町１８－２
㈱東武百貨店　船橋店 273-8567 千葉県船橋市本町７－１－１
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㈱トモヤ 653-0042 兵庫県神戸市長田区二葉町４－４－２
㈱中村スポーツ 981-0901 宮城県仙台市青葉区北根黒松７－４１
㈱ニットー 658-0084 兵庫県神戸市東灘区甲南町３－１－４
㈱ノナカ 140-0001 東京都品川区北品川1丁目9番7号トップルーム品川1015号
㈱ハザマ 546-0035 大阪府大阪市東住吉区山坂1-3-1 　　　　　　
㈱ハルタ 111-0032 東京都台東区浅草７－２－３
㈱ヒラノ 700-0907 岡山県岡山市北区下石井２－１－７
㈱福田屋百貨店 320-0031 栃木県宇都宮市戸祭元町２－８
㈱富士 500-8472 岐阜県岐阜市加納清野町３４
㈱フジップ 651-0083 兵庫県神戸市中央区浜辺通４－１－２３
㈱フロンティアコーポレーション 536-0007 大阪府大阪市城東区成育3-6-2　　　　　　
㈱穂高商事 231-0003 神奈川県横浜市中区北仲通３－３４－２　
㈱牧徳 370-0067 群馬県高崎市請地町１１ 
㈱マツバラ 911-0023 福井県勝山市村岡町寺尾３６−３
㈱望月手袋 422-8001 静岡県静岡市駿河区中吉田１６－１９　
㈱モリタ東海 514-0002 三重県津市島崎町１３７－１２２　
㈱八木繊維 417-0002　 静岡県富士市依田橋４２６－１
㈱ヨシキスポーツ 275-0026 千葉県習志野市谷津１－１３－１７　
㈱リーガルコーポレーション 279-8553 千葉県浦安市日の出２－１－８
㈱渡辺武商店 101-0032　 東京都千代田区岩本町３－２－１
㈱丸幾商会 110-0016 東京都台東区台東３－４４－１
㈱宮本卯之助商店 111-0032 東京都台東区浅草６－１－１５
㈱三崎 173-0024 東京都板橋区大山金井町３８－５　
㈱上田商会 737-0831 広島県呉市光町１０－１８
㈱新井工具 312-0045 茨城県ひたちなか市勝田中央１２－１７
㈱赤尾 101-0021　 東京都千代田区外神田６－１３－１３
㈱倉本産業 170-8417 東京都豊島区東池袋３－７－４
㈱装備開発機構 102-0072 東京都千代田区飯田橋４－２－１
㈱大興商事 060-0032 北海道札幌市中央区北２条東１０
㈱東和企画 145-0073 東京都大田区北嶺町3番15号
㈱廣瀬商会 103-8287 東京都中央区八重洲 １－４－１８
丸長産業㈱ 500-8369 岐阜県岐阜市敷島町５－２－８
光洋商事㈱ 901-2122 沖縄県浦添市勢理客２－１５－２３
広友物産㈱ 107-8433　 東京都港区赤坂１－４－１７　
晃洋商事㈱ 210-0851 川崎市川崎区浜町４－１５－９
㈾渡辺商店 323-0014 栃木県小山市喜沢１３９４
新陽㈱ 103-0022　 東京都中央区日本橋室町４－３－５
青木安全靴製造㈱ 999-3511 山形県西村山郡河北町谷地字真木１２３－１
赤城工業㈱ 136-0073 東京都江東区北砂１－１３－４　
船山㈱　東京本店 104-0052　 東京都中央区月島２－２０－１５　
双信消防設備㈱ 220-0051 神奈川県横浜市西区中央１－３７－２４
双信商事㈱ 160-0006　 東京都新宿区舟町１－１８　　
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大神産業㈱ 662-0076 兵庫県西宮市松生町12-46
大熨商店 700-0841 岡山県岡山市北区舟橋町５－２
中央テキスタイル㈱ 103-0028 東京都中央区八重洲１－４－１８　
帝商㈱ 101-0041 東京都千代田区神田須田町１－１６－５
東光商事㈱　東京支店 151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷３－３－８
東邦商工㈱ 113-0034 東京都文京区湯島２－２－１４　
藤原化工㈱ 654-0038 兵庫県神戸市須磨区青葉町４－１－１
日本乾溜工業㈱ 812-0054　 福岡市東区馬出１－１１－１１
㈲YS商事 985-0835 宮城県多賀城市下馬４－９－１９
㈲アンドウセンイ 515-0063 三重県松阪市大黒田町３００
㈲碓井商店 231-0036 神奈川県横浜市中区山田町５－１　
㈲老田屋 930-0002 富山県富山市新富町２－３－１５
㈲工藤商事 386-0027 長野県上田市常磐城５－１－１６
㈲関根商店 251-0021 神奈川県藤沢市鵠沼神明４－１２－２５
㈲タケムラスポーツ 116-0013 東京都荒川区西日暮里１－５９－１４
㈲デンダ 380-0803 長野県長野市三輪８－４１－１５
㈲中村ポンプ工作所 400-0856 山梨県甲府市伊勢１－５－１６
㈲福田屋商店 772-0001 徳島県鳴門市撫養町黒崎字宮津９１－１
㈲マエハラ靴店 860-0807 熊本県熊本市中央区下通１－６－１

※所在の不明な企業は除く。


